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企 業 局 管理規規程

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成21年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県企業局管理規程第２号

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程

鳥取県企業局財務規程（昭和38年鳥取県企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（追加項を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正

後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応

する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（勘定科目） （勘定科目）

第６条 会計経理は、すべての取引を別表第１に定め 第６条 会計経理は、すべての取引を別表第１に定め

る各事業別勘定科目に仕訳整理して行うものとす る各事業別勘定科目に仕訳整理して行なうものとす

る。 る。

２ 略 ２ 略

（支出負担行為及び支出の手続） （支出負担行為及び支出の手続）

第18条 略 第18条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 給与、県債元利金その他支払義務の確定したもの ４ 給与、県債元利金その他支払義務の確定したもの

で債権者の請求書を徴する必要がないと認められる で債権者の請求書を徴する必要がないと認められる

ものについては、支出調書により行うものとする。 ものについては、支出調書により行なうものとす

る。

５～７ 略 ５～７ 略

（口座振替による支払） （口座振替による支払）

第19条の４ 出納員は、第18条第２項の規定により、 第19条の４ 出納員は、第18条第２項の規定により、

債権者からその債権者の指定する預金口座に振込み 債権者からその債権者の指定する預金口座に振込み

の請求があったときは、資金交付書に支払依頼書及 の請求があったときは、資金交付書に支払依頼書及

び磁気テープを添え、当該請求に係る支払資金を出 び磁気テープを添え、当該請求に係る支払資金を出

納取扱店に交付しなければならない。ただし、出納 納取扱店に交付しなければならない。

員の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以

下同じ。）と出納取扱店の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用

する方法（第32条第６項において「電子情報処理組
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織を使用する方法」という。）により口座振替の方

法による支払の依頼を行う場合は、この限りでな

い。

（支払の確認） （支払の確認）

第26条 略 第26条 略

２ 出納員は、第32条第６項の規定により、出納取扱

店から支払の内容に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報の処理の用に供されるものをいう。以

下同じ。）の送付を受けたときは、当該電磁的記録

を用紙に印刷して、支払伝票と照合し、その日の支

払額を確認しなければならない。

（支払事務） （支払事務）

第32条 出納取扱店は、出納員が振り出した小切手又 第32条 出納取扱店は、出納員が振り出した小切手又

は第19条の４の規定により交付された資金交付書 は第19条の４の規定により交付された資金交付書

（第５項において「資金交付書」という。）により （第５項において「資金交付書」という。）により

支払事務を行わなければならない。ただし、第19条 支払事務を行わなければならない。

の４ただし書の規定による支払の依頼を受けたとき

は、当該依頼により支払事務を行わなければならな

い。

２～５ 略 ２～５ 略

６ 前項の規定にかかわらず、出納取扱店は、第19条

の４ただし書の規定による支払の依頼を受けたとき

は、普通預金から資金を払い出して債権者に支払を

し、出納事務終了後速やかに当該支払の内容に係る

電磁的記録を電子情報処理組織を使用する方法によ

り送付して、当該電磁的記録を出納員の使用に係る

電子計算機により閲覧できるようにしなければなら

ない。

（減価償却） （減価償却）

第58条 償却資産の減価償却は、すべて定額法によっ 第58条 償却資産の減価償却は、すべて定額法によっ

て取得の翌年度から毎事業年度の期末に行うものと て事業年度の期末に行なうものとする。

する。

（入札保証金及び契約保証金） （入札保証金及び契約保証金）

第65条の３ 政令第21条の15の入札保証金は、入札見 第65条の３ 政令第21条の15の入札保証金は、入札見

積金額の100分の５以上とし、同条の契約保証金 積金額の100分の５以上とし、同条の契約保証金

は、契約金額の100分の10以上とする。ただし、公 は、契約金額の100分の10以上とする。

有財産売却システム入札（電子入札（知事又はその

委任を受けた者の使用に係る電子計算機と入札に参

加する者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線
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で接続した電子情報処理組織を使用する方法により

行う入札をいう。）のうち、公有財産の売却を目的

とする入札であって、知事が指定する事業者が提供

するインターネット公有財産売却システムを利用し

て行うものをいう。）による場合における入札保証

金の額は、知事が予定価格の100分の10以上の額に

より定める額とする。

２ 略 ２ 略

（契約の手続） （契約の手続）

第65条の５ 企業に関する売買、貸借、請負その他の 第65条の５ 企業に関する売買、貸借、請負その他の

契約は、この企業管理規程に定めるもののほか、鳥 契約は、この企業管理規程に定めるもののほか、鳥

取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）、鳥取 取県会計規則（昭和39年３月鳥取県規則第11号）、

県建設工事執行規則（昭和48年鳥取県規則第66号） 鳥取県建設工事執行規則（昭和48年11月鳥取県規則

及び鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を 第66号）及び鳥取県物品等又は特定役務の調達手続

定める規則（平成７年鳥取県規則第106号）の例に の特例を定める規則（平成７年12月鳥取県規則第

よる。 106号）の例による。

別表第１（第６条、第49条関係） 別表第１（第６条、第49条関係）

鳥取県営電気事業勘定科目 鳥取県営電気事業勘定科目

資産の部 資産の部

１ 固定資産 １ 固定資産

科目 款 項 目 節 備考 科目 款 項 目 節 備考

固定資産 固定資産

Ⅰ （電 略 Ⅰ （電 略

気事業 気事業

固定資 固定資

産） 産）

水力 水力

発電 発電

設備 設備

（何 （何

）発 ）発

電所 電所

略 略 略 略 略 略

備品 備品

工具 工具

器具 器具

及び 及び

備品 備品

車両 車両

及び 及び

船舶 船舶

リー 300万円を超え

ス資 るファイナンス
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産 ・リース取引に

おけるリース物

件の借主である

資産を整理す

る。「無形固定

資産」に整理さ

れるものを除

く。

略 略 略 略 略 略 略 略 略 略

送電 送電

設備 設備

（何 略 （何 略

）送 ）送

電線 電線

路 路

略 略 略 略 略 略

備品 「水力発電設 備品 「水力発電設

備」の同目及び 備」の同目及び

節に準ずる。以 節に準ずる。以

下同じ。 下同じ。

リー 「水力発電設

ス資 備」の同目に準

産 ずる。

略 略

業務 業務

設備 設備

本局 本局

（又 （又

は何 は何

所） 所）

略 略 略 略

備品 「水力発電設 備品 「水力発電設

備」の同目及び 備」の同目及び

節に準ずる。以 節に準ずる。以

下同じ。 下同じ。

リー 「水力発電設

ス資 備」の同目に準

産 ずる。

略 略 略 略 略 略 略 略 略 略

２ 投資及び基金～４ 繰延勘定 略 ２ 投資及び基金～４ 繰延勘定 略

負債の部 負債の部

５ 固定負債 ５ 固定負債

科目 款 項 目 節 備考 科目 款 項 目 節 備考
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固定負債 固定負債

略 略 略 略 略 略 略 略

他会 他会

計借 計借

入金 入金

他会 他会

計借 計借

入金 入金

（何 （何

）会 ）会

計借 計借

入金 入金

リー ファイナンス・

ス債 リース取引にお

務 けるもののう

ち、期限が１年

を超えた後に到

来するものを整

理する。

略 略 略 略

６ 流動負債 ６ 流動負債

科目 款 項 目 節 備考 科目 款 項 目 節 備考

流動負債 流動負債

リー ファイナンス・

ス債 リース取引にお

務 けるもののう

ち、期限が１年

以内に到来する

ものを整理す

る。

略 略 略 略 略 略 略 略

７ 引当金 略 ７ 引当金 略

資本の部～費用の部 略 資本の部～費用の部 略

鳥取県営工業用水道事業勘定科目及び鳥取県営埋立 鳥取県営工業用水道事業勘定科目及び鳥取県営埋立

事業勘定科目 略 事業勘定科目 略

附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。



- 7 -

平成21年３月31日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第47号

病 院 局 管理規規程

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の施行に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成21年３月31日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局管理規程第５号

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の施行に関する規程の一部を改正する規程

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の施行に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規程第９号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後の欄

中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動後条」という。）が存在する場合には、当該移動条を当該移動後条

とし、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動後条（以下「追加条」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合

には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正

部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例施行規 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の施行

程 に関する規程

（療養の給付等及びその使用料の額） （療養の給付等及びその使用料の額）

第２条 条例第５条第２項ただし書の療養の給付等で 第２条 条例第５条第２項ただし書の療養の給付等で

企業管理規程で定めるものは、次の表の左欄に掲げ 企業管理規程で定めるものは、次の表の左欄に掲げ

る療養の給付等とし、当該療養の給付等に係る同項 る療養の給付等とし、当該療養の給付等に係る同項

ただし書の企業管理規程で定める額は、同表の右欄 ただし書の企業管理規程で定める額は、同表の右欄

に定める額とする。 に定める額とする。

療養の給付等 金額 療養の給付等 金額

１ 労働者災害補償 11円50銭に診療報酬の告示の １ 労働者災害補償 11円50銭に診療報酬の告示の

保険法（昭和22年 医科診療報酬点数表又は歯科 保険法（昭和22年 医科診療報酬点数表又は歯科

法律第50号）第13 診療報酬点数表による点数を 法律第50号）第13 診療報酬点数表による点数を

条第１項の療養の 乗じて算定した額及び食事療 条第１項の療養の 乗じて算定した額及び食事療

給付又は同法第22 養費等の告示に基づき同告示 給付又は同法第22 養費等の告示に基づき同告示

条第１項の療養給 に定める食事療養及び生活療 条第１項の療養給 に定める食事療養及び生活療

付 養の費用額算定表により算定 付 養の費用額算定表により算定

した額（厚生労働大臣が定め した額に別に管理者が定める

る労災診療費算定基準に定め 率を乗じて得た額

のあるものにあっては、当該

基準により算定した額）

２ 自動車損害賠償 15円に診療報酬の告示の医科 ２ 自動車損害賠償 15円に診療報酬の告示の医科
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保障法（昭和30年 診療報酬点数表又は歯科診療 保障法（昭和30年 診療報酬点数表又は歯科診療

法律第97号）の規 報酬点数表による点数を乗じ 法律第97号）の規 報酬点数表による点数を乗じ

定による損害賠償 て算定した額及び食事療養費 定による損害賠償 て算定した額及び食事療養費

の対象となる療養 等の告示に基づき同告示に定 の対象となる療養 等の告示に基づき同告示に定

の給付等（健康保 める食事療養及び生活療養の の給付等（健康保 める食事療養及び生活療養の

険法（大正11年法 費用額算定表により算定した 険法（大正11年法 費用額算定表により算定した

律第70号）その他 額 律第70号）その他 額に別に管理者が定める率を

の法律の規定によ の法律の規定によ 乗じて得た額

る療養の給付等を る療養の給付等を

受ける場合を除 受ける場合を除

く。） く。）

備考 略 備考 略

（課税療養等に係る使用料の額） （課税療養等に係る使用料の額）

第３条 略 第３条 略

（長期入院診療料を徴収しない状態等にある者）

第４条 条例別表第１の８に規定する企業管理規程で

定める状態等にある者は、平成18年厚生労働省告示

第498号（保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が

定める医薬品等）第９号に規定する者とする。

（診療材料、装用器具、電気器具等に係る使用料の （装用器具、電気器具等に係る使用料の額）

額）

第５条 条例第５条第３項の使用料の額は、それぞれ 第４条 条例第５条第３項の使用料の額は、それぞれ

材料、器具等の購入価格、利用に係る実費等を基準 器具等の購入価格、利用に係る実費等を基準として

として病院長が別に定める。 管理者が別に定める。

（病院における使用料又は手数料の減免） （病院における使用料又は手数料の減免）

第６条 条例第６条の規定による使用料又は手数料の 第５条 条例第６条の規定による使用料又は手数料の

減免は、住民の健康を保持するため、国、地方公共 減免は、住民の健康を保持するため、国、地方公共

団体又は公共的団体が実施する事業で管理者が必要 団体又は公共的団体が実施する事業で管理者が必要

と認めるものに係る使用料又は手数料について行 と認めるものに係る使用料又は手数料について行

う。この場合の減免の申請手続その他必要な事項 う。

は、病院長が別に定める。

附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。

平成21年３月31日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第47号


